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１． 本市の出生等の状況 

（１）出生等の状況 

①出生数の推移 

出生数は、平成 27年に増加に転じたものの、その後再び減少傾向にある。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
 

資料：四日市市統計書 

 

②０～５歳児童数等の状況 

合計特殊出生率の算出対象とされている１５～４９歳までの女性人口が今後も減

少傾向にあり、子どもの出生数は今後も減少傾向にあることが予想される。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11



令和 2 年 1 月 31 日 
議員政策研究会未就学児教育・保育分科会資料 

保育幼稚園課 

3 
 

 

（２）保育園・幼稚園等の園児数、施設数の状況 

   公立保育園や私立幼稚園の園児数は横ばいの傾向となっているが、待機児童対策とし

て、私立保育園の新規開設による拡充を図ってきたこともあり、私立保育園の園児数が

増加している。一方、公立幼稚園の園児数は減少傾向が続いている。 

 

① 園児数の状況 

 

  

② 施設の状況 
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③ 教育認定、保育認定の状況 

２０歳代後半から３０歳代の女性の労働人口の割合が年々上昇している中、本市でも就

労する母親の割合が上昇傾向になっており、保育園、あるいは地域型保育事業等の利用と

いった保育認定による入園者が増え、幼稚園（あるいはこども園の教育認定）を利用の教

育認定による入園者が減少している。 

 

 

（３）就学前児童の状況 

０～２歳児については、私立保育園に通っている児童が最も多く、次いで公立保育園が多くなっ

ている。一方、３～５歳児では私立幼稚園に通っている児童が４０％以上を占め、最も多くなってい

る。また、公立保育園と私立保育園に通っている児童がそれぞれ２０％前後、認定こども園に通って

いる児童が２％前後あるほか、４～５歳児では公立幼稚園に通っている児童が１０％強である。 
 

資料：就学前児童数は、平成 31年 4月 1日現在の住民基本台帳人口 

    保育所の児童数は平成 31年 4月 1日現在、幼稚園の児童数は令和元年 5月 1日現在 

    「在宅等」には市外に通園する児童等も含 
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（４）幼稚園の状況 

幼稚園については公立 20 園、私立 14 園の合計 34 園で保育を実施している。公立幼稚園の

利用児童数は減少が続いており、私立幼稚園の利用児童数は 3,300人前後で推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

備考：3歳児、満 3歳児は私立幼稚園における利用児童の人数 
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３．幼児教育・保育の無償化の概要 

（１）対象者 

  幼稚園、保育園、認定こども園、地域型保育所、認可外保育所等を利用する３～５歳児ま

での全ての子ども、および市民税非課税世帯における０～２歳児 

  ・私立幼稚園においては満３歳から無償化 

・認可外保育施設等および私立幼稚園の預かり保育については、市が保育の必要性を認め

た世帯について無償化 

 

（２）無償化の範囲 

  ・公立保育園、私立保育園、公立幼稚園および新制度に移行している私立幼稚園（６園）

においては、保育料が無償 

・新制度に移行していない私立幼稚園（８園）においては、月額２５，７００円を上限

に保育料が無償 

・認可外保育施設等においては、月額３７，０００円を上限に保育料が無償 

・私立幼稚園においては、上記に加え、月額１１，３００円（日額上限４５０円）を上限

に預かり保育の保育料が無償 

 

（３）無償化の範囲外の主な費用［保育園、幼稚園］ 

  ・給食費（第３子及び低所得者は主食費のみ）  

公私立保育園：副食費月額３，７００円、主食費（公立は月額９００円） 

    公立幼稚園 ：１９７円／食（週２回） 

    私立幼稚園 ：月額５，０００円程度 

  ・制服、帽子、カバン代（指定品）  

公立保育園 ：１，０００円程度（２歳児以上） 

    私立保育園 ：１，０００～５０，０００円程度 

    公立幼稚園 ：１０，０００円程度 

    私立幼稚園 ：１，０００～５０，０００円程度 

  ・通園送迎費  

公立保育園 ：なし 

私立保育園 ：月額２，５００円（１園、希望者のみ） 

    公立幼稚園 ：なし 

    私立幼稚園 ：月額３，０００～５，０００円程度 
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４．公立園における特別支援および外国籍の園児の状況について 

 

 

（１）保育園、幼稚園における特別支援保育の現状と課題 

① 現状 

・一人ひとりの園児の発達や特性に応じた支援をし、クラス集団の中で共に育ち合うことがで

きるように介助度に応じて加配保育士、教諭を配置し、担任と連携を取り合って保育を進め

ている。 

・発達の遅れや発達障害など特別な支援を要する子どもの数は、過去５年間において大きな変

動は少ないものの、介助度の高い子どもの割合は若干増えており、低年齢化も見られる。 

・支援を要する子どもは公立園を中心に保育を実施しているが、私立保育園を希望する保護者

もみられ、私立園との協議を経て、受け入れの決定をしている。 

・本市の３歳児以下の支援が必要な子どもは、低年齢時期にその子の育ちに向き合い親子の愛

着関係の基礎をつけることをねらいとして、保護者との通園によるあけぼの学園での児童

発達支援といった方向性を保護者面談で勧めているが、家庭の状況等によりあけぼの学園

への通園が困難な場合に、低年齢での入園を受入れている現状がある。 

 

◇　公立保育園・こども園　園児数（令和元年５月１日現在） ◇　公立幼稚園　園児数（令和元年５月１日現在）

〔単位：人〕 〔単位：人〕

園名 園児数
特別支援
園児数
（内数）

外国籍
園児数
（内数）

園名 園児数
特別支援
園児数
（内数）

外国籍
園児数
（内数）

1  橋北こども園 162 17 0 1 四日市幼 21 4 2

2  塩浜こども園 84 13 3 2 富田幼 20 1 0

3 富洲原 127 9 2 3 海蔵幼 35 3 0

4  四郷 106 20 2 4 泊山幼 60 10 2

5  羽津 141 15 1 5 内部幼 46 4 0

6  あがた 77 8 0 6 川島幼 14 1 0

7  大矢知 116 18 9 7 神前幼 14 0 0

8 中央 106 7 3 8 三重幼 22 5 0

9 ときわ 164 34 6 9 保々幼 21 0 0

10 富田 96 14 5 10 下野幼 32 4 0

11 海蔵 127 17 0 11 羽津幼 39 6 0

12 下野 70 2 4 12 富洲原幼 19 2 0

13 内部 123 15 0 13 高花平幼 15 2 0

14 磯津 41 5 1 14 大矢知幼 34 3 0

15 坂部 77 13 2 15 八郷中央幼 16 1 0

16 保々 106 15 0 16 桜幼 27 7 0

17 笹川 85 13 41 17 常磐中央幼 57 6 3

18 神前 91 14 0 18 笹川中央幼 41 8 26

19 日永中央 115 22 13 19 三重西幼 12 1 0

20 笹川西 71 19 30 20 楠北幼 49 4 1

21 桜台 94 10 0 計 594 72 34

22 下野中央 90 13 0

23 八郷西 73 5 1

24 くす北 43 7 1

25 くす南 101 10 0

計 2,486 335 124
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 ⇒ 特別支援保育の実施方針 

・一人ひとりの子どもに寄り添い、子どもの育ちや内面の状態を理解しながら子どもと

保護者と信頼関係を構築し、園が安心できる場所になる。 

・子どもの特性や能力、願いを把握した保育（環境設定や関わり方、職員連携等）を行

い、クラスの子どもたちと共に育ち合う保育を行う。 

・子どもの育ちについて、保育者と保護者が互いに伝え合い、保護者と共にその育ちや

想いを共有していく。 

 

② 課題 

・特別な支援を要する子どもの様々な特性に対して、保育に関する適正な理解と手立て

を行い、加配保育士と担任保育士、教諭が連携し、クラスの子どもたちが共に育ち合

う保育を目指しているが、必要な知識も多岐にわたりその専門性も高まっている。 

・クラスにおける支援を要するこどもの割合が高くなることにより、保育活動において

モデルとなる子どもが少なくなり、共に育ち合う保育が難しい場面がある。 

・ 医療的ケアが必要な子どもに関し、医療的ケアに関する担当看護師の確保、あるいは

その実施場所など、ケースごとに異なる子どもの健康状態や発達状況を考慮しながら、

具体的な準備を進めていく必要がある。 

 

（２）保育園、幼稚園における外国籍園児への保育の現状と課題 

① 現状 

・ 笹川地区には、ブラジル、ペルー、ボリビア国籍の子どもが多く在籍している状況が

ある。 

・ 笹川地区にある公立園３園に通訳を配置し、各園と連携を取りながら対応している。 

笹川保育園２名（ポルトガル語通訳）、 

笹川西保育園２名（ポルトガル語通訳、うち１名欠員）、 

笹川中央幼稚園２名（ポルトガル語通訳）  

・ 子どもへの指導等に関しては、「やさしい日本語」を使い、声のトーン、抑揚、表  

情、視線などに配慮したりして、活動内容を説明するときは視覚化に努めている。 

・ 外国籍の子どもの場合も、支援を要する子どもが増えてきており、その子どもの特性

や能力等に応じた保育を行っている。 

 

② 課題 

・ 子どもにとって自分の発する言葉が友だちに通じない状況の場合、遊びの経験が広が

らないことなどがある。 

・ 同じクラスに日本人が少ない場合には、外国籍の子どもにとっても日本の生活習慣を

身に着ける場面が少ない状況がある。 

・ 園職員は、子どもの姿を保護者にていねいに説明し、こまめに連絡をとるようにして

いる。しかし、集団の中で育っていることや友だち同士の関わり方について子育ての

考え方の違いなどから、保護者に伝わりにくい場面がある。 
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５．未就園児の状況［令和元年８月現在］ 

 

［単位：人］

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 総計

未就園児数 2,789 1,393 1,104 257 38 33 5,614
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